
平成２８年度　総務部当初予算（一般会計）要求の概要

（単位：千円）
区　　　分 ２７年度７月補正後予算額

154,446,544

　Ⅰ　要求のポイント

【基本方針】

（１）県の行財政基盤の強化

（２）市町村との連携・協力の一層の推進

　Ⅱ　事業体系（県政推進指針）

　Ⅲ　行財政改革の着実な推進

（注）事業名前の「新」は新規事業を示す。

　平成２８年度　総務部当初予算(一般会計）要求に対するご意見をお寄せください。

　　ｅ－ｍａｉｌ：a11100@pref.oita.lg.jp（総務部行政企画課）

新 市町村「創生人材」育成事業 7,984

政策県庁を担う人材育成推進事業 4,644

87,089

新 県有建築物保全推進事業 6,511

県有財産総合経営推進事業

　人口減少の緩和と地方創生を実現するため、新たな長期総合計画「安心・活力・発展プ
ラン２０１５」を支える行財政基盤の強化を図ります。

　本年１０月に策定した「大分県行財政改革アクションプラン」に基づき、税務組織の見
直しに向けた業務のアウトソーシングや公共施設等の効率的・効果的な管理等により持続
可能な行財政基盤の確立を推進します。

事業費

新

増減額

△ 2,780,093

新公会計システム開発事業

増減率

△1.8% 

　市町村が地域の特性を活かした政策を自ら立案・実行できるよう、市町村職員の人材育
成を支援します。

２８年度当初要求額

151,666,451

税務業務アウトソーシング推進事業 20,809

41,075



（部局名：総務部） （単位：千円）
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※ 　　は「新規事業」、 　 は「おおいた地方創生推進枠事業」
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地方創生の実現に資する自治体職員を育成するため、自治体学会全
国大会等の開催、大分県自治人材育成センターの研修充実、市町村実
務研修制度の拡充により、幅広いネットワーク、専門的実務力、政策
企画力を涵養する。

税務業務アウトソーシン
グ推進事業

県有財産総合経営推進事
業

県有建築物保全推進事業

政策県庁を担う人材育成
推進事業

新長期総合計画を支えるとともに、地方創生の実現に資する人材育
成を推進する。

女性活躍推進法に基づき、女性職員が一層活躍できるように、職員
の意識改革や安心して働くことのできる環境の整備を推進する。
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市町村振興課

平成２８年度　当初予算（一般会計）要求の主な事業概要

事　業　名

平成２８年度
当初要求額

前年度7月補正後
予算額

事　業　概　要 所管課

税務課

県有財産経営
室

県有財産経営
室

持続可能な行財政基盤の確立を図るため、経営資源である県有財産
の総合的マネジメントを推進し、未利用財産等の積極的な利活用に取
組む。

保全マネジメントシステム（ＢＩＭＭＳ）を導入し、県有建築物管
理の適正化及び戦略的な中長期保全計画への活用を図るとともに、県
と市町村により施設保全に関する情報共有等を行う。

　効率化と専門性の向上に資する税務組織への見直しに向け、申告書
受付・入力業務等の補助的業務を中心に県税事務所業務のアウトソー
シングを実施する。

　[債務負担行為　７７，０６６千円]

人事課

市町村「創生人材」育成
事業

新

新 特

特

新



（部局名：総務部） （単位：千円）

市町村行財政指導費

平成２７年度の単年度事業として実施
事業目的が達成されたため廃止

6,000

・
・

・
・

平成２７年度統一地方選挙（大分県知事・県議会議員選挙）が
終了したため廃止

8,832

・

・

廃　止　理　由

平成２７年度統一地方選挙（大分県知事・県議会議員選挙）が
終了したため廃止

533,178

平成２３～２７年度の５か年事業として実施
類似事業である「自動車税徴収強化対策事業」と併せて事業内
容を見直し、同事業に組み入れて要求

2,727

平成２６～２７年度までの２か年事業として実施
事業目的が達成されたため廃止

44,158

税務課
番号制度対応県税システ
ム改修事業

平成２６～２７年度までの２か年事業として実施
事業目的が達成されたため廃止

229,252

・
・

・
・

財政課

平成２８年度　当初予算（一般会計）要求における廃止事業

所管課 事　業　名
２７年度

７月補正後
予算額

県有財産経営
室

固定資産台帳システム構
築事業

平成２７年度の単年度事業として実施
事業目的が達成されたため廃止

22,0771

・
・
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予算総合システム開発事
業

市町村振興課 地方選挙臨時啓発経費

市町村振興課 地方選挙執行経費

税務課
自動車税自主納付促進事
業

市町村振興課


